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森林整備加速化・林業飛躍事業実施要領

森林整備加速化・林業飛躍事業の実施については、森林整備加速化・林業再生事業実施

要綱（平成21年5月29日付け林整計第83号農林水産事務次官通知）、徳島県補助金交付規則

（昭和58年規則第53号。以下「規則」という。）及び徳島県林業関係事業補助金交付要綱

（昭和59年3月31日付け林政第214号。以下「要綱」という。）に定めるほか、この実施要

領に定めるところによる。

第１ 趣旨

間伐等の森林整備の加速化及び間伐材等の森林資源を活用した林業飛躍を図るた

め、間伐や路網の整備、製材施設・バイオマス利用施設等の整備、木質バイオマスや

間伐材の流通円滑化、公共施設等での地域材利用の促進等の事業を実施し、林業・木

材産業等の地域産業の再生に資することとする。

第２ 事業種目及び内容

この事業の事業種目は、次のとおりとし、事業実施主体は別に定める実施基準によ

る。

１ 地域協議会の運営、調査・調整、計画作成、普及等

（１）地域協議会の設立・運営

（２）国産材の安定的・効率的な供給体制構築のための事業計画の素案の作成、

その他事業実施のための調査

（３）間伐・路網整備等の計画の調整及び事業実施に向けた関係者の同意取付

等の調整

（４）国産材の安定的・効率的な供給体制の整備に必要な調査・普及・研修等

の取組

（５）その他事業実施に必要な事業

２ 林内路網整備

（１）林業専用道整備

①林業専用道整備

②関連条件整備活動（対象森林の調査及び森林所有者の同意取付等）

（２）森林作業道整備

①森林作業道整備

②関連条件整備活動（対象森林の調査及び森林所有者の同意取付等）

３ 森林境界の明確化

（１）境界明確化に向けた事前調査

（２）境界明確化現地調査

（３）間伐等の実施に向けた成果の整理

４ 高性能林業機械等の導入

（１）高性能林業機械等導入

（２）車両系木材伐出機械危険防止設備整備



５ 木材加工流通施設等整備

（１）ストックポイント整備

（２）間伐材等加工流通施設整備

①木材処理加工施設整備

②木材集出荷販売施設整備

③森林バイオマス等再利用促進施設整備

６ 木造公共施設等整備

（１）木造公共施設等整備

（２）都市木造公共施設整備

７ 木質バイオマス利用施設等整備

（１）木質バイオマス加工流通等整備

①未利用間伐材等活用機材整備

②木質バイオマス供給施設整備

（２）木質バイオマスエネルギ－利用施設整備

８ ＣＬＴ等新製品・新技術の実証・展示加速化対策

第３ 補助金の交付の条件

１ 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産については、補助事

業完了後においても、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付

の目的に従って使用し、その効率的な運営を図らなければならない。

また、処分制限期間内に知事の承認を得て当該財産を処分したことにより収入のあ

った場合には、当該収入の全部又は一部を知事に納付させることがある。

ただし、補助事業を行うにあたり、補助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又

は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金

融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）

が補助金交付申請書に記載されている場合は、知事の承認を受けたものとする。

２ 補助事業者は、補助事業により設置した別記に掲げる施設等が、当該施設等の転用

制限基準に該当することとなる場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならな

い。また、知事の承認を得て、当該施設等を転用又は用途変更した場合は、当該転用

に係る施設等につき交付を受けた補助金相当額の全部又は一部を知事に納付しなけれ

ばならない。

ただし、公用、公共用及び天災地変その他やむを得ない事由のため前記によりがた

い場合には、知事に協議することができるものとする。

３ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産及び設置した施設

等がそれぞれ処分制限期間及び転用制限期間内に補助金交付の目的を達することがで

きなくなった場合には、速やかに知事に協議し、その指示に従って当該財産の取得又

は当該施設等の設置に要した補助金相当額の全部又は一部を知事に納付しなければな

らない。

４ 補助事業者は、この補助金にかかる収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ

当該収入及び支出についての証拠書類又は証拠物を、補助事業終了の翌年度から起算

して５年間整備保管しなければならない。

ただし、補助事業により取得し又は効用の増加した財産で処分制限期間を経過しな



い場合においては、当該財産の取得事業名、取得価格、補助金の額、取得時期、処分

制限期間及び処分状況その他財産管理に必要な事項を記載した財産管理台帳並びにそ

の他必要な関係書類を整備保管しなければならない。

５ 森林整備加速化・林業再生基金事業実施要領の運用について（平成２１年５月２

９日林整計第８７号林野庁長官通知）第５施設整備等の一般的基準の１０（１）の都

道府県知事が必要と認める場合は次のとおりとする。

ア 既存施設が災害により被災し、事業等の継続が困難となった場合は、その生産の

規模又は能力が同等または増大すると見込まれる時には補助の対象とすることができ

るものとする。

イ この場合、国庫補助事業により導入した施設の入替えにあたっては、補助事業等

により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準（平成２０年５月２３日

２０経第３８５号）第７条の２の規定による補助関係の終了の確認が行われているも

のに限る。

第４ 交付決定前の着手

交付対象事業の着手（装置等の発注を含む。）は、原則として県からの交付決定通

知を受けて行うものとするが、当該年度において、やむを得ない事情により、交付決

定前に着手する必要がある場合は、事業主体は、必要性を十分検討した上で、その理

由を具体的に付して、様式１により徳島県知事に提出することとする。

第５ 達成状況の調査

事業実施主体は、目標年度までの各年度の事業計画における目標の達成状況の報告

を事業完了年度の翌年から毎年９月末日までに、様式２により徳島県知事に報告する

こととする。

また、施設を運営することにより得られる収入をもって当該施設運営に係る支出を

賄う施設（以下「収支をともなう施設」という。）に係る収支実績については、実施

年度から起算して３年間収支の実績を毎年９月末日までに、様式３により徳島県知事

に報告することとする。

第６ 事前及び事後評価

１ 事前調査

施設整備等に係る事業実施主体は、事業実施に係る交付決定を行うまでの段階にお

いて、費用対効果分析による事業効果の測定を徳島県知事に報告するものとする。

２ 事後評価

施設整備等に係る事業実施主体は、事業計画に定める目標年度において、費用対効

果分析による事業効果の測定を徳島県知事に報告するものとする。

第７ その他

この事業の実施にあたっては、当該実施要領に定めるほか、別に定める実施基準等

によるものとする。



附則

この実施要領は、平成２１年６月１日から施行し、平成２１年度分の補助金から適用

する。

この実施要領は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用

する。

この実施要領は、平成２３年１月４日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用

する。

この実施要領は、平成２３年５月２日から施行し、平成２３年度分の補助金から適用

する。

この実施要領は、平成２４年４月２日から施行し、平成２４年度分の補助金から適用

する。

この実施要領は、平成２５年４月１日から施行し、平成２５年度分の補助金から適用

する。

この実施要領は、平成２６年４月１日から施行し、平成２６年度分の補助金から適用

する。

この実施要領は、平成２７年２月１２日から施行し、平成２６年度分の補助金から適

用する。

この実施要領は、平成２７年４月９日から施行し、平成２７年度分の補助金から適用

する。

この実施要領は、平成２８年４月１日から施行し、平成２８年度分の補助金から適用

する。



別記

施 設 等 転用制限基準 補助金の返還範囲

林業専用道（規格相 補助金交付年度の翌年度から起算して５年以 全部又は一部

当） 内に当該林業専用道（規格相当）及び森林作業

道について、その全部又は一部が転用若しくは

森林作業道 用途変更され、又は補助目的を達成することが

困難になったとき

貯木場 補助金交付年度の翌年度から起算して８年以 全部又は一部

（附帯道路、増設・ 内に施設等の全部又は一部が目的以外に転用さ

舗装を含む） れ残存施設等では所期の目的を達成することが

ストックポイント 困難になったとき

駐車場

（附帯道路を含む）

空輸作業基地

作業ポイント

その他土地整備

（大蔵省令に定める

ものを除く）



様式１
番　 　　号
年　月　日

　徳島県知事　殿

住所

代表者名　 　印

記

１．メニュー名

２．事業費(予定）

３．事業主体

４．着手予定年月日

５．交付決定前の着手を必要とする理由

（別記条件）
１.補助金の交付がないときは、事業費の全額を事業主体で負担すること。

　

平成   年度森林整備加速化・林業飛躍事業交付決定前着手届

　森林整備加速化・林業飛躍事業実施要領の第４の規定に基づき、別記条件を了
承の上、下記のとおり提出します。

２．交付決定を受けるまでの期間に天災等の事由によって実施した施策に損失を
生じた場合は、これらの損失は事業主体が負担すること。

３．交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合
においても、異議を申し立てないこと。
４．当該施策については、着工から交付決定を受ける期間内においては計画の変
更は行わないこと。


